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リバティー株式会社 

 

第 1 章 総則 

第 1 条（目的） 

1. この就業規則（以下「規則」という。）は、派遣社員の服務規律、労働条件その他の就業に関する

事項を定めるものである。 

2. この規則に定めないことについては、労働基準法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

第 2 条（定義） 

この規則において「スタッフ」とは、会社と期間を定めて労働契約を締結した派遣労働者をいう。 

 

第 3 条（規則の遵守） 

会社及びスタッフは、ともにこの規則を守り、相互に協力して業務の運営に当たらなければならない。 

 

 

第 2 章 労働契約 

第 4 条（雇用手続き、労働条件の明示） 

1. 会社は、スタッフの雇用に際しては、雇用時の賃金、就業場所、従事する業務、労働時間、休日、

その他の労働条件を記した雇用契約書、労働条件明示書及びこの規則を交付して就業条件を明示す

るものとする。 

2. スタッフの賃金、就業場所、従事する業務、労働時間、休日、その他労働条件に変更がある場合に

は、就業条件明示書により個別に定め条件を通知するものとする。 

3. スタッフの雇用契約の期間は原則として 1 年を超えないものとし、雇用契約書（兼）就業条件明示

書（以下雇用契約書という）により定める。雇用契約の期間は、会社が次の基準に基づき必要と判

断した場合に、スタッフに事前に通知し、スタッフの同意を得たうえで更新することがあるが、自

動更新はしない。 

① 派遣先との契約更新の有無 

② 派遣業務の内容又は契約の条件変更の有無 

③ 契約期間中の勤務成績、態度又は勤怠状況 

④ 業務遂行能力、又は業務効率性 

⑤ スタッフの健康状況 

⑥ 派遣業務の進捗状況 

⑦ 派遣業務量の変更の有無 

⑧ 派遣人員数の変更の有無 

⑨ 会社及び派遣先が徴求する勤怠その他各種帳票類の提出状況 

⑩ 本規則を含む会社規定の遵守状況 

⑪ その他上記各号に準じる状況の有無 

4. スタッフと会社との雇用契約は、期間を定めた契約であり、前項 1～11 の会社からの通知がスタ
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ッフに行われない限り、スタッフと会社との雇用契約（更新した場合は更新後の雇用契約）の期

間が終了した日をもって、スタッフと会社との間の雇用関係は期間満了により終了する。前項 1

～11 に基づき会社がスタッフに対して行う通知においては、契約を更新した場合の更新後の労働

条件（当該更新前の労働条件と異なることがある。）を示すものとする。 

 

第 5 条（試用期間）  

1. 会社はスタッフと雇用契約を結ぶ際に、最長 14 日間の試用期間を設ける事がある。 

2 前項により試用期間を設けてスタッフと雇用契約を結んだ場合において、会社が試用期間中に業務

遂行・又は服務規程上スタッフとして不適格であると判断した場合、会社は雇用契約を即時に終了

することがある。 

 

 

第 3 章 服務規律 

第 6 条（服務） 

1. スタッフは、業務の正常な運営を図るため、会社の指示命令を守り、誠実に服務を遂行するとと

もに、次の各事項をよく守り、職場の秩序の保持に努めなければならない。 

① 会社及び派遣先の名誉又は信用を傷つける行為をしないこと。 

② 会社、派遣先等の機密を他に漏らさないこと。 

③ 会社、派遣先等への誹謗、中傷や虚偽を流布しないこと。 

④ みだりに遅刻、早退、私用外出及び欠勤をしないこと。 

⑤ 勤務時間中は、みだりに就業場所を離れないこと、 

⑥ 勤務時間中は、職務以外の目的でＷＥＢサイト等を閲覧しないこと。 

⑦ 勤務時間中は、職務以外の目的でスタッフが所有する携帯電話やスマートフォン、パソ

コンなどを利用しないこと。 

⑧ 勤務時間中は、政治・宗教活動など業務のない宣伝・勧誘等に類する活動を行わないこ

と。 

⑨ 許可なく職務以外の目的で会社及び派遣先の施設、物品等を使用しないこと。 

⑩ 職務を利用して自己の利益を図り、または不正な行為を行わないこと。 

2. 服務規律又は禁止事項のいずれか 1 つに違反した場合は懲戒・解雇事由となり、同時にスタッフ

の登録を取り消す 

3. 次の場合には、直ちに会社にその旨を申告し、派遣就業しないこと。 

（ア） 会社から案内された派遣先に、その事業所及び雇用形態を問わず派遣開始日以前 1

年以内に直接雇用の社員として在籍していたとき（離職後 1 年以内である場合） 

（イ） 労働者派遣法第 35 条の 3 第 1 項及び労働者派遣法施行令第 4 条に定める日雇派遣原

則禁止例外要件に該当する者として、30 日以内の雇用契約で派遣就業する場合若し

くは就業していた場合において、当該例外要件を満たさなくなったとき 

 

第 7 条（職場におけるハラスメントの禁止） 
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パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に等に関するハラスメ

ントについては、第 6 条（服務）のほか、詳細は、「職場におけるハラスメントの防止に関する規程」

により別に定める。 

 

第 8 条（入場の禁止、退場） 

会社は次の各号の一に該当するスタッフについては、会社及び派遣先の入場を禁止または退場を命ず

ることがある。 

① 他の社員の就労意欲を害する恐れのある者 

② 出勤停止処分を受け、その期間中の者 

③ 衛生上就業を禁止された者 

④ 職場内の秩序維持の妨げになる物を所持している者 

⑤ 業務を妨害し若しくは風紀を乱し、またはその恐れのある者 

 

第 9 条（機密の保持） 

1. スタッフは、会社及び派遣先の顧客情報、その他知り得た機密事項を保持し、就業期間中はもちろ

んその後においても第三者に開示、漏洩してはならない。 

2. スタッフは、前項の機密事項を個別契約の定める業務遂行のために使用する以外は、いかなる目的

のためにも使用し、または流用してはならない。 

3. スタッフは、就業場所を異動あるいは退職するに際して、自らが管理していた派遣先及び会社に関

するデータ・情報書類等を速やかに返却しなければならない。 

4. スタッフは、派遣就業に関して作成された成果物の著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条に記載す

る権利を含む。）及び取得した工業所有権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）の一切は、派

遣先に帰属することを承諾し、それらについても機密事項として、就業期間中はもちろん、その後

においても第三者に開示、漏洩してはならない。また、会社または派遣先の顧客に対し、当該成果

物に関する著作者人格権を行使してはならない。 

 

第 10 条（遅刻、早退、欠勤等） 

スタッフは遅刻、早退若しくは欠勤をし、又は勤務時間中に私用で事業場から外出する際は、事前に

会社及び派遣先の指揮命令者に対し申し出るとともに、会社の承諾を受けなければならない。ただし、

やむを得ない理由で事前に申し出ることができなかった場合は、事後に速やかに報告をしなければな

らない。 

 

 

第 4 章 労働時間、休憩及び休日 

第 11 条（労働時間及び休憩） 

1. 労働時間は、休憩時間を除き原則として 1 日 8 時間以内、1 週 40 時間以内とし、始業時刻、終業

時刻及び休憩時間については、派遣先の就業時間を準用し、スタッフごとに就業条件明示書によ

り個別に定める。 
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2. 前項の規定にかかわらず、派遣先の業務の都合その他やむを得ない事情により始業及び終業の時

刻並びに休憩時間を繰り上げ又は繰り下げることがある。 

3. 休憩時間は、自由に利用することができる。 

 

第 12 条（休日） 

1. スタッフの休日は、派遣先の就業形態に応じ、就業条件明示書により個別に定める。 

2. 業務の都合により会社が必要と認める場合は、前項の休日を他の日と振り替えることがある。 

 

第 13 条（時間外及び休日労働） 

派遣先の業務の都合上、会社の 36 協定に定める範囲内で、第 11 条に定める就業時間を超えて勤務を

させ、または第 12 条に定める休日に出勤を命ずることがある。 

 

第 14 条（変形労働時間制等） 

会社は、派遣先が 1 ヶ月単位の変形労働時間制、1 年単位の変形労働時間制、フレックスタイム制をと

っているときは、スタッフに適用する場合がある。この場合は、起算日等の条件について別途就業条

件明示書にて定めるものとする。 

 

第 15 条（出退勤手続） 

スタッフは、出退勤に当たって、派遣先において会社所定の書式により出勤及び労働時間等の確認を

受け、所定の期日までに会社に提出しなければならない。 

 

 

第 5 章 休暇等 

第 16 条（年次有給休暇） 

1. 年次ごとに所定労働日の 8 割以上出勤したスタッフに対しては、下の表のとおり勤続期間に応じた

日数の年次有給休暇を与える。 

 

 

2. 前項の規定にかかわらず、週所定労働時間 30 時間未満であり、かつ、週所定労働日数が 4 日以下

（週以外の期間によって所定労働日数を定める労働者については年間所定労働日数が 216 日以下）

のスタッフに対しては、下の表のとおり所定労働日数及び勤続期間に応じた日数の年次有給休暇を

与える。 

 

勤 続 期 間 6 ヶ 月 
1 年 

6 ヶ 月 

2 年 

6 ヶ 月 

3 年 

6 ヶ 月 

4 年 

6 ヶ 月 

5 年 

6 ヶ 月 

6 年 

6 ヶ月以上 

付 与 日 数 1 0 日 1 1 日 1 2 日 1 4 日 1 6 日 1 8 日 2 0 日 
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3. スタッフが年次有給休暇を取得しようとするときは、会社所定の書式により時季を指定して請求す

るものとする。ただし、会社は、事業の正常な運営に支障があるときは、スタッフの指定した時季

を変更することがある。 

4. 第 1 項の出勤率の算定に当たっては、年次有給休暇を取得した期間、産前産後の休業期間、育児・

介護休業法に基づく育児休業期間、介護休業期間及び業務上の傷病による休業期間は出勤したもの

として取り扱う。 

5. 第 1 項又は第 2 項の年次有給休暇が 10 日以上与えられたスタッフに対しては、第 3 項の規定にか

かわらず、付与日から 1 年以内に、当該スタッフの有する年次有給休暇日数のうち 5 日について、

会社がスタッフの意見を聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定して取得させる。

ただし、労働者が第 3 項の規定による年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数

分を 5 日から控除するものとする。 

 

第 17 条（産前産後の休業） 

1. 6 週間（多胎妊娠の場合は 14 週間）以内に出産予定のスタッフから請求があったときは、休業さ

せる。 

2. 出産したスタッフは、8 週間は休業させる。ただし、産後 6 週間を経過したスタッフから請求があ

ったときは、医師が支障ないと認めた業務に就かせることができる。 

 

第 18 条（母性健康管理のための休暇等） 

1. 妊娠中又は出産後 1 年を経過しないスタッフから、所定労働時間内に、母子保健法に基づく保健指

導又は健康診査を受けるために、通院休暇の請求があったときは、次の範囲で休暇を与える。 

 

 

① 産前の場合 

妊娠 23 週まで        4 週に 1 回 

妊娠 24 週から 35 週まで   2 週に 1 回 

妊娠 36 週から出産まで    1 週に 1 回 

ただし、医師又は助産婦（以下「医師等」という）がこれと異なる指示をした 

ときにはその指示により必要な時間。 

週 所

定 労

働 日

数 

1 年間の所定 

労働日数 

勤続期間 

6 ヶ月 
1 年 

6 ヶ月 

2 年 

6 ヶ月 

3 年 

6 ヶ月 

4 年 

6 ヶ月 

5 年 

6 ヶ月 

6 年 

6 ヶ月 

以上 

4 日 169 日～216 日 7 日 8 日 9 日 10 日 12 日 13 日 15 日 

3 日 121 日～168 日 5 日 6 日 6 日 8 日 9 日 10 日 11 日 

2 日 73 日～120 日 3 日 4 日 4 日 5 日 6 日 6 日 7 日 

1 日 48 日～72 日 1 日 2 日 2 日 2 日 3 日 3 日 3 日 
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② 産後（1 年以内）の場合 

医師等の指示により必要な時間。 

  本項①及び②の通院時間については無給とする。 

2. 妊娠中又は出産後 1 年を経過しないスタッフから、保健指導又は健康診査に基づき勤務時間などに

ついて医師等の指導を受けた旨申し出があった場合、次の措置を講ずることとする。 

① 妊娠中の通勤緩和 

通勤時の混雑を避けるよう指導された場合は、原則として 1 時間の勤務時間の短縮又は 

1 時間以内の時差出勤 

②  妊娠中の休憩の特例 

休憩時間について指導された場合は、適宜休憩時間の延長、休憩の回数の増加 

③  妊娠中又は出産後の諸症状に対応する措置 

妊娠又は出産に関する諸症状の発生又は発生のおそれがあるとして指導された場合は、そ

の指導事項を守ることができるようにする為、作業の軽減、勤務時間の短縮、休業など。 

本項の措置のうち勤務時間の短縮及び休業の措置中の賃金取り扱いは、無給とする。 

 

第 19 条 (育児休業等) 

1. スタッフは、1 歳に満たない子を養育するため必要があるときは、会社に申し出て 

育児休業をし、又は育児短時間勤務制度の適用を受けることができる。 

2. 育児休業をし、又は育児短時間勤務制度の適用を受けることができるスタッフの範囲その他必要

な事項については、「育児・出生時育児・介護休業に関する規程」で定める。 

 

第 20 条 (介護休業等) 

1. スタッフのうち必要のある者は、会社に申し出て介護休業し、又は介護短時間勤務制度の適用を

受けることができる。 

2. 介護休業をし、又は介護短時間勤務制度の適用を受けることができるスタッフの範囲その他必要

な事項については、「育児・出生時育児・介護休業に関する規程」で定める。 

 

第 21 条（慶弔休暇） 

スタッフが次の事由により休暇を申請した場合は、次のとおり慶弔休暇を与える。 

① 本人が結婚したとき                 5 日 

② 父母、配偶者又は子が死亡したとき          5 日 

③ 兄弟姉妹が死亡したとき               2 日 

④ 祖父母、配偶者の父母が死亡したとき         1 日 

 

 

第 6 章 賃金 

第 22 条（賃金） 

1. 賃金は、原則として時間給制とする。ただし、勤務形態により、日給制、月給制をとる場合があ
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る。 

2. 賃金は次のとおりとする。 

 

          基本給 

 

賃金               

        

           

                                   

          割増賃金             所定時間外労働手当 

 

                           休日労働手当 

 

                           深夜労働手当 

3. 所定時間外労働手当 

1 日 8 時間または 1 週 40 時間を超えて労働させたときは、次の算式により計算して支給する。 

① 1 か月 60 時間以下の時間外労働について 

（基本給+手当（通勤手当を除く））×1.25×時間外労働時間数 

② 1 か月 60 時間を超える時間外労働について 

（基本給+手当（通勤手当を除く））×1.50×時間外労働時間数 

4. 休日労働手当 

法定休日に労働させたときは、次の算式により計算して支給する。 

（基本給+手当（通勤手当を除く））×1.35×休日労働時間数 

5. 深夜労働手当 

午後 10 時から午前 5 時までの間に労働させたときは、次の算式により計算して支給する。 

（基本給+手当（通勤手当を除く））×0.25×深夜労働時間数 

6. 変形労働時間制、フレックスタイム制を採用する場合は、それぞれの協定等に定めるところ 

により割増賃金を支給する。 

 

第 23 条（休暇等の賃金） 

1. 年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給する。 

2. 産前産後の休業期間、母性健康管理のための休暇、育児・介護休業法に基づく育児休業及び 

介護休業の期間、育児時間は、無給とする。 

3. 休職期間中は、賃金を支給しない。 

 

第 24 条（欠勤等の扱い） 

欠勤、遅刻、早退、及び私用外出の時間に対する賃金は支払わないものとする。 
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第 25 条（賃金の支払い） 

1. 賃金は、毎月 1 日から当月末日までの分について、翌月 15 日（支払日が休日に当たる場合はその

前日）に通貨で直接その金額を本人に支払う。 

2. 次に掲げるものは賃金から控除するものとする。 

① 源泉所得税 

② 住民税 

③ 雇用保険及び社会保険の被保険者については、その保険料の被保険者の負担分 

④ その他、スタッフの過半数を代表する者との書面による協定により控除することとした

もの 

 

第 26 条（賞与） 

賞与は支給しない。 

 

第 27 条 (退職金) 

労使協定に準ずる退職金制度に基づき支給する。 

 

第 28 条（休業手当） 

次の派遣先を見つけられない等、会社の責に帰すべき事由により、スタッフを休業させる場合は、労

働基準法第 26 条に基づき、休業させる 1 日につき休業手当として労働基準法で定める平均賃金の 100

分の 60 を支給する。ただし、天災事変、交通機関のマヒ等の発生またはそのおそれが生じた場合によ

る休業、その他会社の責めに帰さない事由による休業については、賃金を支給しない。 

 

第 29 条（退職） 

1. スタッフが次のいずれかに該当するときは、退職とする。 

① 本人と会社の合意により、雇用期間が満了したとき 

② 本人の都合により退職を申し出て会社が認めた時、又は退職の申し出をしてから 30 日を経過

したとき  

③ 本人が死亡したとき 

④ 会社と 14 日間音信不通の状態にあり、会社が本人と今後も連絡がとれないと判断したとき 

⑤ 休職期間満了後復職してもなお傷病が治癒せず就業が困難なとき 

⑥ 会社の都合により正当な理由があるとき 

2. スタッフは、退職しようとする時は、派遣先企業から支給された物品を返還し、その他の派遣先企

業に対する債務を精算しなければならない。 

 

第 30 条（解雇） 

1. 会社は、スタッフが次の各号のいずれか１つに該当するときは普通解雇する。労働基準監督署長

の認定を受け即時解雇する場合以外は、労働基準法第 20 条又は同法第 21 条を適用する。  

① 精神又は身体の傷病により、勤務に耐えられないと認めるとき。 
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② 勤務状態、成績、又は能率が極めて悪いとき。  

③ 職務に適さないとき。 

④ 天災事変その他やむを得ない事由により会社又は派遣先の事業の継続が不可能となったとき。  

⑤ 会社又は派遣先が組織機構の改革、事業の縮小、統廃合等を行うことになったとき。  

⑥ 暴力団等反社会的勢力であることが判明したとき。  

⑦ その他前各号に準ずる事由があるとき。  

2. 前項により解雇されたスタッフは、登録を取り消す。ただし、前項第 4 号、第 5 号及び前項第 7

号のうち第 4 号、第 5 号に準ずる事由により解雇されたスタッフは除く。  

3. 会社は、派遣労働者を労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇しない。 

 

第 31 条（登録取消し） 

会社は、スタッフが次の各号のいずれか一つに該当する場合は、スタッフの登録を取り消す。  

① スタッフから登録取り消しの申し出があったとき。  

② スタッフの責に帰すべき事由で雇用契約が終了した場合等で、会社が必要と判断したとき。 

③ 会社が、派遣就業が困難である、又は適当でないと判断したとき。  

④ 登録時、又は採用時に、経歴、職能、資格、賞罰を詐称した場合、又は、その他の事項につ

いて虚偽の申告をしたとき。  

⑤ 故意又は過失により会社、派遣先、派遣先関係者、又は第三者に損害を与えたとき。  

⑥ 会社、派遣先若しくは派遣先関係者に不利益を与える行為、又は名誉、信用を損なうような

行為があったとき。  

⑦ その他、本規則に違反したとき。 

 

第 32 条（外国人労働者の在留期限） 

外国人スタッフについては、雇用契約期間にかかわらず、雇用契約は、就労可能な在留期間が満期と

なり在留期間更新が認められなかったときは、当該在留期間の満期をもって終了する。 

 

 

第 7 章 福利厚生等 

第 33 条（福利厚生） 

会社は、福利厚生施設の利用等福利厚生については、社員と同様の取り扱いをする。 

 

第 34 条（雇用保険等） 

会社は、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の被保険者に該当するスタッフについては、必要な手

続きをとる。 

 

 

第 8 章 キャリア形成支援 

第 35 条（キャリア・コンサルティングの実施） 
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1. 会社はスタッフのキャリア形成支援として、会社が雇用するスタッフのうち希望者全員を対象と

しキャリア・コンサルティングを実施するものとする。 

2. 会社は、キャリア・コンサルティングを行うための相談窓口を設置するものとする。 

 

第 36 条（教育訓練の実施） 

1. 会社は、スタッフに実施する教育訓練で当該スタッフが従事する職務の遂行に必要な能力を付与す

るものについては、職務内容が同一のスタッフに対して、社員と同様に実施する。 

2. 会社は、前項のほか、スタッフの職種、成果、能力、経験等に応じ、キャリア形成を念頭に置いた

段階的かつ体系的な教育訓練の実施計画を定め、登録スタッフとして採用日から 3 年間は毎年 8

時間以上の教育訓練を実施し、それ以降についてもより長期的なキャリア形成に資するための教育

訓練を行うものとする。 

3. 前項その他会社が命じる教育訓練の受講時間は、労働時間として扱うものとする。 

 

 

第 9 章 安全衛生及び災害補償 

第 37 条（安全衛生の確保） 

1. 会社は、スタッフの作業環境の改善を図り安全衛生教育、健康診断の実施その他必要な措置を講ず

る。 

2. スタッフは、安全衛生に関する法令、規則並びに会社の指示を守り、会社と協力して労働災害の防

止に努めなければならない。 

 

第 38 条（健康診断） 

1. 週の所定労働時間が通常の労働者の 4 分の 3 以上であり、初回の雇用契約を満了したのち、契約

を継続更新したスタッフに対しては、毎年定期に健康診断を行う。 

2. 有害な業務に従事するスタッフに対しては、特殊健康診断を行う。 

 

第 39 条（ストレスチェック） 

1. 会社は、スタッフに対し毎年 1 回心理的な負担の程度を把握するためのストレスチェックを実施す

る。 

2. 会社は、前項のストレスチェックを受けたスタッフのうち、法令で定める要件に該当する者が希望

する場合は、医師による面接指導を実施する。 

3. 会社は、前項の面接指導を行った場合には、スタッフの健康保持のために必要な措置について、医

師に意見を聴取するものとし、その意見を勘案の上、必要な措置を講じることがある。 

 

第 40 条（安全衛生教育） 

スタッフに対し、配置換え等により作業内容を変更した際には、必要な安全衛生教育を行う。 

 

第 41 条（災害補償） 
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1. スタッフが業務上の事由若しくは通勤により負傷し、疾病にかかり又は死亡した場合は、労働者災

害補償保険法に定める保険給付を受けるものとする。 

2. スタッフが、業務外の傷病にかかった場合は、健康保険法に定める保険給付を受けるものとする。 

 

第 42 条（損害賠償） 

スタッフが故意または重大な過失により会社、派遣先または第三者に損害を与えたときは、その全部

または一部の損害賠償を求めることがある。 

 

 

附則 

1. この規則は、令和 4 年 4 月１日から施行する。 

2. この規則には次の規程が付属する。 

○育児・出生時育児・介護休業等に関する規程 
〇職場におけるハラスメントの防止に関する規程 
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 育児・出生時育児・介護休業等に関する規程 

 

 

第 1 章 目的 
（目的） 

第 1条 

本規則は、従業員の育児・介護休業、出生時育児休業、子の看護休暇、介護休暇、育児・介護のた

めの所定外労働の免除、育児・介護のための時間外労働及び深夜業の制限並びに所定労働時間の短縮

措置等に関する取扱いについて定めるものである。 

 

第 2 章 育児休業制度 
（育児休業の対象者） 

第 2条 

1 育児のために休業することを希望する従業員（日雇従業員を除く）であって、1歳に満たない子と

同居し、養育する者は、この規則に定めるところにより育児休業をすることができる。ただし、有

期契約従業員にあっては、申出の時点において子が１歳６か月（本条第 6 項又は第 7 項の申し出に

あっては２歳）に達する日までに、労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでない者に

限り育児休業をすることができる。 

2 本条第 1項、第 3項から第 7項にかかわらず、労使協定により除外された次の従業員からの休業の

申出は拒むことができる。 

一 入社 1年未満の従業員 

二 申出の日から 1 年（本条第 4 項から第 7 項の申出にあっては 6 か月）以内に雇用関係が終了す

ることが明らかな従業員 

三 1週間の所定労働日数が 2日以下の従業員 

3 配偶者が従業員と同じ日から又は従業員より先に育児休業又は出生時育児休業をしている場合、従

業員は子が 1 歳 2 か月に達するまでの間で、出生日以後の産前・産後休業期間、育児休業期間及び

出生時育児休業期間との合計が 1年を限度として、育児休業をすることができる。 

4 次のいずれにも該当する従業員は、子が 1歳 6か月に達するまでの間で必要な日数について育児休業を

することができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、原則として子の 1 歳の誕生日に限るもの

とする。ただし、配偶者が育児・介護休業法第 5 条第 3 項（本項）に基づく休業を子の 1 歳の誕生日か

ら開始する場合は、配偶者の育児休業終了予定日の翌日以前の日を開始日とすることができる。 

イ 従業員又は配偶者が原則として子の 1歳の誕生日の前日に育児休業をしていること 

ロ 次のいずれかの事情があること 

 (ｱ) 保育所等に入所を希望しているが、入所できない場合 

 (ｲ) 従業員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、1歳以降育児に当たる予定であった者

が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合 

ハ 子の 1歳の誕生日以降に本項の休業をしたことがないこと 

5 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始まったことに

より本条第 1項に基づく休業（配偶者の死亡等特別な事情による３回目以降の休業を含む）が終了し、

終了事由である産前・産後休業等に係る子又は介護休業に係る対象家族が死亡等した従業員は、子が

1歳 6か月に達するまでの間で必要な日数について育児休業をすることができる。 

6 次のいずれにも該当する従業員は、子が 2歳に達するまでの間で必要な日数について育児休業をするこ

とができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、原則として子の 1 歳 6 か月の誕生日応当日に

限るものとする。ただし、配偶者が育児・介護休業法第 5条第 4項（本項）に基づく休業を子の 1歳 6

か月の誕生日応当日から開始する場合は、配偶者の育児休業終了予定日の翌日以前の日を開始日とす

ることができる。 

イ 従業員又は配偶者が子の 1歳 6か月の誕生日応当日の前日に育児休業をしていること 

ロ 次のいずれかの事情があること 

 (ｱ) 保育所等に入所を希望しているが、入所できない場合 

 (ｲ) 従業員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、1歳 6か月以降育児に当たる予定であ
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った者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合 

ハ 子の 1歳 6か月の誕生日応当日以降に本項の休業をしたことがないこと 

7 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時育児休業又は新たな育児休業が始まったことにより本条第

1 項、第 3 項又は第 4 項に基づく育児休業（再度の休業を含む）が終了又は介護休業が始まったこと

により本条第３項又は第４項に基づく育児休業(再度の休業を含む)が終了し、終了事由である産前・

産後休業等に係る子又は介護休業に係る対象家族が死亡等した従業員は、子が 2 歳に達するまでの間

で必要な日数について育児休業をすることができる。 

（育児休業の申出の手続等） 

第 3条 

1 育児休業をすることを希望する従業員は、原則として育児休業を開始しようとする日（以下「育

児休業開始予定日」という。）の 1か月前（第 2条第 4項から第 7項に基づく 1歳及び 1歳６か月

を超える休業の場合は 2 週間前）までに育児休業申出書（社内様式 1）を総務部に提出すること

により申し出るものとする。なお、育児休業中の有期契約従業員が労働契約を更新するに当たり、

引き続き休業を希望する場合には、更新された労働契約期間の初日を育児休業開始予定日として、

育児休業申出書により再度の申出を行うものとする。  

2 第 2条第 1項に基づく休業の申出は、次のいずれかに該当する場合を除き、一子につき 2回まで

とする。 
（1）第 2条第 1項に基づく休業をした者が本条第 1項後段の申出をしようとする場合 

（2）配偶者の死亡等特別の事情がある場合 

3 第 2条第 4項又は第 5項に基づく休業の申出は、次のいずれかに該当する場合を除き、一子につき 1 

回限りとする。 

（1）第 2条第 4項又は第 5項に基づく休業をした者が本条第 1項後段の申出をしようとする場合 

（2）産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始まったことにより第 2条第 4

項又は第 5 項に基づく育児休業が終了したが、終了事由である産前・産後休業等に係る子又は介護

休業に係る対象家族が死亡等した場合 

4 第 2条第 6項又は第 7項に基づく休業の申出は、次のいずれかに該当する場合を除き、一子につき 1

回限りとする。 

（1）第 2条第 6項又は第 7項に基づく休業をした者が本条第 1項後段の申出をしようとする場合 

（2）産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始まったことにより第 2条第 6

項又は第 7 項に基づく育児休業が終了したが、終了事由である産前・産後休業等に係る子又は介護

休業に係る対象家族が死亡等した場合 

5 会社は、育児休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることが

ある。 

6 育児休業申出書が提出されたときは、会社は速やかに当該育児休業申出書を提出した者（以下こ

の章において「申出者」という。）に対し、育児休業取扱通知書（社内様式 2）を交付する。 

7 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、申出者は、出生後 2週間以内に総務部に育児休業

対象児出生届（社内様式 3）を提出しなければならない。  

 

（育児休業の申出の撤回等） 

第 4条 

1 申出者は、育児休業開始予定日の前日までは、育児休業申出撤回届（社内様式 4）を総務部に提

出することにより、育児休業の申出を撤回することができる。  

2 育児休業撤回届が提出されたときは、会社は速やかに当該育児休業撤回届を提出した者に対し、

育児休業取扱通知書（社内様式 2）を交付する。 

3 育児休業の申出を撤回した者は、特別の事情がない限り同一の子については再度申出をすること

ができない。ただし、休業の申出を撤回した者であっても、同条第 4 項又は第 5 項、および第 6

項又は第 7項に基づく休業の申出をすることができる。  

4 育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡等により申出者が休業申出に係る子を養育しないこ

ととなった場合には、育児休業の申出はされなかったものとみなす。この場合において、申出者

は、原則として当該事由が発生した日に、総務部にその旨を通知しなければならない。 
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（育児休業の期間等） 

第 5条  

1 育児休業の期間は、原則として、子が 1歳に達するまで（第 2条第 3項から第 7項に基づく休業

の場合は、それぞれ定められた時期まで）を限度として育児休業申出書（社内様式 1）に記載さ

れた期間とする。  

2 本条第 1項にかかわらず、会社は、育児・介護休業法の定めるところにより育児休業開始予定日

の指定を行うことができる。  

3 従業員は、育児休業期間変更申出書（社内様式 5）により総務部に、育児休業開始予定日の 1週

間前までに申し出ることにより、育児休業開始予定日の繰り上げ変更を、また、育児休業を終了

しようとする日（以下「育児休業終了予定日」という。）の 1か月前（第 2条第 4項から第 7項に

基づく休業をしている場合は、2 週間前）までに申し出ることにより、育児休業終了予定日の繰

り下げ変更を行うことができる。 

育児休業開始予定日の繰り上げ変更及び育児休業終了予定日の繰り下げ変更とも、原則として

1 回に限り行うことができるが、第 2 条第 4 項から第 7 項に基づく休業の場合には、第 2 条第 1

項に基づく休業とは別に、子が１歳から 1 歳 6 か月に達するまで及び２歳に達するまでの期間内

で、それぞれ 1回、育児休業終了予定日の繰り下げ変更を行うことができる。  

4 育児休業期間変更申出書が提出されたときは、会社は速やかに当該育児休業期間変更申出書を提

出した者に対し、育児休業取扱通知書（社内様式 2）を交付する。  

5 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するものとし、当該育児休

業の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（1）子の死亡等育児休業に係る子を養育しないこととなった場合 

当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から 2

週間以内であって、会社と本人が話し合いの上決定した日とする。） 

（2）育児休業に係る子が 1歳に達した場合等 

子が 1歳に達した日（第 2条第 3項に基づく休業の場合を除く。第 2条第 4項又は第 5項に基づ

く休業の場合は、子が 1歳 6か月に達した日。第 2条第 6項又は第 7項に基づく休業の場合は、

子が 2歳に達した日。） 

（3）申出者について、産前産後休業、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業期間が始ま

った場合 

産前産後休業、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業の開始日の前日 

（4）第 2条第 3項に基づく休業において、出生日以後の産前・産後休業期間と育児休業期間と 

の合計が 1年に達した場合 

     当該 1年に達した日 

6 本条第 5項第 1号の事由が生じた場合には、育休申出者は原則として当該事由が生じた日に総務

部にその旨を通知しなければならない。 

  
（出生時育児休業の対象者） 

第 6条 

1 育児のために休業することを希望する従業員（日雇従業員を除く）であって、産後休業をしておらず、

子の出生日又は出産予定日のいずれか遅い方から 8 週間以内の子と同居し、養育する者は、この規則

に定めるところにより出生時育児休業をすることができる。ただし、有期契約従業員にあっては、申

出時点において、子の出生日又は出産予定日のいずれか遅い方から 8 週間を経過する日の翌日から 6

か月を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでない者に限り、出生時

育児休業をすることができる。 

2 前項にかかわらず、労使協定により除外された次の従業員からの休業の申出は拒むことができる。 

一 入社 1年未満の従業員 

二 申出の日から 8週間以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員 

三 1 週間の所定労働日数が 2日以下の従業員 

 
（出生時育児休業の申出の手続等） 

第 7条 
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1 出生時育児休業をすることを希望する従業員は、原則として出生時育児休業を開始しようとする日

（以下「出生時育児休業開始予定日」という。）の 2週間前までに育児休業申出書（社内様式 1）を

総務部に提出することにより申し出るものとする。なお、出生時育児休業中の有期契約従業員が労

働契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望する場合には、更新された労働契約期間の初日を出

生時育児休業開始予定日として、出生時育児休業申出書により再度の申出を行うものとする。 

2 第 6条第 1項に基づく休業の申出は、一子につき 2回まで分割できる。ただし、2回に分割する場合

は 2回分まとめて申し出ることとし、まとめて申し出なかった場合は後の申出を拒む場合がある。 

3 会社は、出生時育児休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めること

がある。 

4 出生時育児休業申出書が提出されたときは、会社は速やかに当該出生時育児休業申出書を提出した者

（以下この章において「出生時育休申出者」という。）に対し、出生時育児休業取扱通知書（社内様式

2）を交付する。 

5 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、出生時育休申出者は、出生後 2週間以内に総務部に出

生時育児休業対象児出生届（社内様式 3）を提出しなければならない。 

 
（出生時育児休業の申出の撤回等） 

第 8条 

1 出生時育休申出者は、出生時育児休業開始予定日の前日までは、出生時育児休業申出撤回届（社内様

式 4）を総務部に提出することにより、出生時育児休業の申出を撤回することができる。 

2 出生時育児休業申出撤回届が提出されたときは、会社は速やかに当該出生時育児休業申出撤回届を提

出した者に対し、出生時育児休業取扱通知書（社内様式 2）を交付する。 

3 第 6条第 1項に基づく休業の申出の撤回は、撤回 1回につき 1回休業したものとみなし、みなし含め

2回休業した場合は同一の子について再度申出をすることができない。 

4 出生時育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡等により出生時育休申出者が休業申出に係る子を

養育しないこととなった場合には、出生時育児休業の申出はされなかったものとみなす。この場合に

おいて、出生時育休申出者は、原則として当該事由が発生した日に、総務部にその旨を通知しなけれ

ばならない。 

 

（出生時育児休業の期間等） 

第 9条 

1 出生時育児休業の期間は、原則として、子の出生後 8週間以内のうち 4週間（28日）を限度として出

生時育児休業申出書（社内様式１）に記載された期間とする。 

2 本条第 1 項にかかわらず、会社は、育児・介護休業法の定めるところにより出生時育児休業開始予定

日の指定を行うことができる。 

3 従業員は、出生時育児休業期間変更申出書（社内様式 5）により総務部に、出生時育児休業開始予定

日の 1 週間前までに申し出ることにより、出生時育児休業開始予定日の繰り上げ変更を休業 1 回に つ

き 1 回、また、出生時育児休業を終了しようとする日（以下「出生時育児休業終了予定日」という。）

の 2週間前までに申し出ることにより、出生時育児休業終了予定日の繰り下げ変更を休業 1回につき 1

回行うことができる。 

4 出生時育児休業期間変更申出書が提出されたときは、会社は速やかに当該出生時育児休業期間変更申

出書を提出した者に対し、出生時育児休業取扱通知書（社内様式 2）を交付する。 

5 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、出生時育児休業は終了するものとし、当該出生

時育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。 

（1）子の死亡等出生時育児休業に係る子を養育しないこととなった場合 

当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から 2週間以内

であって、会社と本人が話し合いの上決定した日とする。） 

（2）子の出生日の翌日又は出産予定日の翌日のいずれか遅い方から 8週間を経過した場合 

子の出生日の翌日又は出産予定日の翌日のいずれか遅い方から 8週間を経過した日 

（3）子の出生日（出産予定日後に出生した場合は、出産予定日）以後に出生時育児休業の日数が 28日に

達した場合 

子の出生日（出産予定日後に出生した場合は、出産予定日）以後に出生時育児休業の日数が 28 日に

達した日 

（4）出生時育休申出者について、産前・産後休業、育児休業、介護休業又は新たな出生時育児休業期間
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が始まった場合 

産前・産後休業、育児休業、介護休業又は新たな出生時育児休業の開始日の前日 

6 本条第 5 項第 1 号の事由が生じた場合には、出生時育休申出者は原則として当該事由が生じた日に総

務部にその旨を通知しなければならない。 

 

第3章 介護休業制度 
（介護休業の対象者） 

第 10 条  

1  要介護状態にある家族を介護する従業員（日雇従業員を除く）が申し出た場合、介護を必要と

する家族１人につき、通算して 93 日までの範囲内で 3 回を上限として介護休業をすることがで

きる、但し、期間契約従業員については、申出時点において、介護休業開始日から 93 日を経過

する日から 6か月を経過する日までに、労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでな

い者に限り介護休業をすることができる。 

2  本条第 1 項にかかわらず、労使協定により除外された次の従業員からの休業の申出は拒むこと

ができる。 

一 入社 1年未満の従業員 

ニ 申出の日から 93日以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員 

三 1週間の所定労働日数が 2日以下の従業員 

3  要介護状態にある対象家族とは、負傷、疾病または身体上若しくは精神上の障害により、2 週

間以上の期間にあたり常時介護を必要とする状態にある次の者をいう。  

（1）配偶者  

（2）父母  

（3）子  

（4）配偶者の父母  

（5）祖父母、兄弟姉妹又は孫  

（6）上記以外の家族で会社が認めた者 

 

（介護休業の申出の手続等） 

第 11 条 

1 介護休業をすることを希望する従業員は、原則として介護休業開始予定日の 2週間前までに、介

護休業申出書（社内様式 6）を総務部に提出することにより申し出るものとする。なお、介護休

業中の有期契約従業員が労働契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望する場合には、更新

された労働契約期間の初日を介護休業開始予定日として、介護休業申出書により再度の申出を行

うものとする。 

2 申出は、特別な事情がない限り、対象家族 1 人につき 1 要介護状態ごとに 3 回とする。ただし、

本条第 1項の後段の申出をしようとする場合にあっては、この限りでない。 

3 会社は、介護休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めることが

ある。 

4 介護休業申出書が提出されたときは、会社は速やかに当該介護休業申出書を提出した者（以下こ

の章において「申出者」という。）に対し、介護休業取扱通知書（社内様式 2）を交付する。 

 

（介護休業の申出の撤回等） 

第 12 条 

1 申出者は、介護休業開始予定日の前日までは、介護休業申出撤回届（社内様式 4）を総務部に提

出することにより、介護休業の申出を撤回することができる。  

2 介護休業申出撤回届が提出されたときは、会社は速やかに当該介護休業申出撤回届を提出した者

に対し、介護休業取扱通知書（社内様式 2）を交付する。 

3 介護休業の申出を撤回した者について、同一対象家族の同一要介護状態に係る再度の申出は原則

として 1 回とし、特段の事情がある場合について会社がこれを適当と認めた場合には、1 回を超

えて申し出ることができるものとする。  

4 介護休業開始予定日の前日までに、申出に係る家族の死亡等により申出者が家族を介護しないこ
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ととなった場合には、介護休業の申出はされなかったものとみなす。この場合において、申出者

は、原則として当該事由が発生した日に、総務部にその旨を通知しなければならない。 

 

 

(介護休業の期間等) 

第 13 条  

1 介護休業の期間は、対象家族 1 人につき、原則として、通算 93 日までの範囲（介護休業開始予

定日から起算して 93 日を経過する日までをいう。）内で、介護休業申出書（社内様式 6）に記載

された期間とする。 

2 本条第 1項にかかわらず、会社は、育児・介護休業法の定めるところにより介護休業開始予定日

の指定を行うことができる。  

3 従業員は、介護休業期間変更申出書（社内様式 5）により、介護休業を終了しようとする日（以

下「介護休業終了予定日」という。）の 2週間前までに総務部に申し出ることにより、介護休業終

了予定日の繰下げ変更を行うことができる。 

この場合において、介護休業開始予定日から変更後の介護休業終了予定日までの期間は通算 93

日の範囲を超えないことを原則とする。  

4 介護休業期間変更申出書が提出されたときは、会社は速やかに当該介護休業期間変更申出書を提

出した者に対し、介護休業取扱通知書（社内様式 2）を交付する。  

5 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、介護休業は終了するものとし、当該介護休

業の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（1）家族の死亡等介護休業に係る家族を介護しないこととなった場合 

当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から 2

週間以内であって、会社と本人が話し合いの上決定した日とする。） 

（2）申出者について、産前産後休業、育児休業、出生時育児休業又は新たな介護休業が始まった

場合 

産前産後休業、育児休業、出生時育児休業又は新たな介護休業の開始日の前日 

6 本条第 5項第 1号の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に総務部に

その旨を通知しなければならない。  

 

第 4 章 子の看護休暇 
（子の看護休暇） 

第 14 条  

1 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員（日雇従業員を除く）は、負傷し、又は疾

病にかかった当該子の世話をするために、又は当該子に予防接種や健康診断を受けさせるために、

就業規則第 17 条に規定する年次有給休暇とは別に、当該子が 1 人の場合は 1 年間につき 5 日、2

人以上の場合は 1年間につき 10日を限度として、子の看護休暇を取得することができる。この場

合の 1年間とは、4月 1日から翌年 3月 31日までの期間とする。ただし、労使協定によって除外

された次の従業員からの子の看護休暇の申出は拒むことができる。 

一 入社 6 か月未満の従業員 

ニ 1週間の所定労働日数が 2日以下の従業員  

2 子の看護休暇は、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して取得することができる。 

3 取得しようとする者は、原則として、子の看護休暇申出書（社内様式 10）を事前に総務部に申

し出るものとする。  

4 給与、賞与、定期昇給及び退職金の算定に当たっては取得期間は通常の勤務をしたものとみなす。 

 

 

 

第 5 章 介護休暇 
（介護休暇） 
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第 15 条  

1 要介護状態にある家族の介護その他の世話をする従業員（日雇従業員を除く）は、就業規則第

17 条に規定する年次有給休暇とは別に、当該対象家族が 1 人の場合は 1 年間につき 5 日、2 人以

上の場合は 1年間につき 10日を限度として、介護休暇を取得することができる。この場合の 1年

間とは、4 月 1日から翌年 3月 31日までの期間とする。ただし、労使協定によって除外された次

の従業員からの介護休暇の申出は拒むことができる。 

一 入社 6 か月未満の従業員 

ニ 1週間の所定労働日数が 2日以下の従業員  

2 介護休暇は、時間単位で始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して取得することができる。 

3 取得しようとする者は、原則として、介護休暇申出書（社内様式 14）を事前に総務部に申し出

るものとする。  

4 給与、賞与、定期昇給及び退職金の算定に当たっては、取得期間は通常の勤務をしたものとみな

す。 

 

第 6 章 所定外労働の免除 
（育児・介護のための所定外労働の免除） 

第 16 条  

1 3歳に満たない子を養育する従業員（日雇従業員を除く）が当該子を養育するため、または要介

護状態にある対象家族を介護する従業員が当該家族を介護するために申し出た場合には、事業の

正常な運営に支障がある場合を除き、所定労働時間を超えて労働をさせることはない。  

2 1にかかわらず、労使協定によって除外された次の従業員からの所定外労働の免除の申出は拒む

ことができる。  

（1） 入社 1年未満の従業員  

（2） 1週間の所定労働日数が 2日以下の従業員 

3 申出をしようとする者は、1 回につき、1 か月以上 1 年以内の期間（以下この条において「免除

期間」という。）について、免除を開始しようとする日（以下この条において「免除開始予定日」

という。）及び免除を終了しようとする日を明らかにして、原則として、免除開始予定日の 1か月

前までに、育児のための所定外労働免除申出書（社内様式 7）を総務部に提出するものとする。

この場合において、免除期間は、次条第 3 項に規定する制限期間と重複しないようにしなければ

ならない。  

4 会社は、所定外労働免除申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求める

ことがある。  

5 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、所定外労働免除申出書を提出した者（以下この条

において「申出者」という。）は、出生後 2週間以内に総務部に所定外労働免除対象児出生届（社

内様式 3）を提出しなければならない。  

6 免除開始予定日の前日までに、申出に係る子の死亡等により申出者が子を養育しないこととなっ

た場合には、申出されなかったものとみなす。この場合において、申出者は、原則として当該事

由が発生した日に、総務部にその旨を通知しなければならない。 

7 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、免除期間は終了するものとし、当該免除期

間の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（1）子の死亡等免除に係る子を養育しないこととなった場合 当該事由が発生した日  

（2）免除に係る子が 3歳に達した場合 当該 3歳に達した日  

（3）申出者について、産前産後休業、育児休業又は介護休業が始まった場合 産前産後休業、育

児休業又は介護休業の開始日の前日  

8 7（1）の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に、総務部にその旨を

通知しなければならない。  

 

 

 

第 7 章 時間外労働の制限 
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（育児・介護のための時間外労働の制限） 

第 17 条  

1 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員が当該子を養育するため又は要介護状態

にある家族を介護する従業員が当該家族を介護するために申し出た場合には、就業規則第 16条の

規定及び時間外労働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、1

か月について 24時間、1年について 150時間を超えて時間外労働をさせることはない。  

2 本条第 1項にかかわらず、次の（1）から（3）のいずれかに該当する従業員からの時間外労働の

制限の申出は拒むことができる。 

（1） 日雇従業員  

（2） 入社 1年未満の従業員  

（3） 1週間の所定労働日数が 2日以下の従業員  

3 申出をしようとする者は、1 回につき、1 か月以上 1 年以内の期間（以下この条において「制限

期間」という。）について、制限を開始しようとする日（以下この条において「制限開始予定日」

という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の 1か月

前までに、育児・介護のための時間外労働制限請求書（社内様式 8）を総務部に提出するものと

する。 この場合において、制限期間は、前条第 3項に規定する免除期間と重複しないようにしな

ければならない。 

4 会社は、時間外労働制限申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求める

ことがある。  

5 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、時間外労働制限申出書を提出した者（以下この条

において「申出者」という。）は、出生後 2週間以内に総務部に時間外労働制限対象児出生届（社

内様式 3）を提出しなければならない。  

6 制限開始予定日の前日までに、申出に係る家族の死亡等により申出者が子を養育又は家族を介護

しないこととなった場合には、申出されなかったものとみなす。この場合において、申出者は、

原則として当該事由が発生した日に、総務部にその旨を通知しなければならない。 

7 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、当該制限期

間の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（1）家族の死亡等制限に係る子を養育又は家族を介護しないこととなった場合 

 当該事由が発生した日  

（2）制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合 

 子が 6歳に達する日の属する年度の 3月 31日  

（3）申出者について、産前産後休業、育児休業、出生時育児休業又は介護休業が始まった場合 

 産前産後休業、育児休業、出生時育児休業又は介護休業の開始日の前日  

8 本条第 7項第 1号の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に、総務部

にその旨を通知しなければならない。 

 

第 8 章 深夜業の制限 
（育児・介護のための深夜業の制限） 

第 18 条  

1 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員が当該子を養育するため又は要介護状態

にある家族を介護する従業員が当該家族を介護するために申し出た場合には、就業規則第 16条の

規定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後 10時から午前 5時までの間

（以下「深夜」という。）に労働させることはない。  

2 本条第 1項にかかわらず、次のいずれかに該当する従業員からの深夜業の制限の申出は拒むこと

ができる。  

（1） 日雇従業員  

（2） 入社 1年未満の従業員  

（3） 申出に係る家族の 16歳以上の同居の家族が次のいずれにも該当する従業員 

① 深夜において就業していない者（1 か月について深夜における就業が 3 日以下の者を含

む。）であること。 
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② 心身の状況が申出に係る子の保育又は家族の介護をすることができる者であること。  

③ 6 週間（多胎妊娠の場合にあっては、14 週間）以内に出産予定でなく、かつ産後 8 週間

以内でない者であること。  

（4） 1週間の所定労働日数が 2日以下の従業員  

（5） 所定労働時間の全部が深夜にある従業員  

3 申出をしようとする者は、1 回につき、1 か月以上 6 か月以内の期間（以下この条において「制

限期間」という。）について、制限を開始しようとする日（以下この条において「制限開始予定日」

という。）及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の 1か月

前までに、育児・介護のための深夜業制限請求書（社内様式 9）を総務部に提出するものとする。  

4 会社は、深夜業制限申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求めること

がある。  

5 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、深夜業制限申出書を提出した者（以下この条にお

いて「申出者」という。）は、出生後 2週間以内に総務部に深夜業制限対象児出生届（社内様式 3）

を提出しなければならない。  

6 制限開始予定日の前日までに、申出に係る家族の死亡等により申出者が子を養育又は家族を介護

しないこととなった場合には、申出されなかったものとみなす。この場合において、申出者は、

原則として当該事由が発生した日に、総務部にその旨を通知しなければならない。 

7 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、当該制限期

間の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（1）家族の死亡等制限に係る子を養育又は家族を介護しないこととなった場合  

当該事由が発生した日  

（2）制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合  

子が 6歳に達する日の属する年度の 3月 31日  

（3）申出者について、産前産後休業、育児休業、出生時育児休業又は介護休業が始まった場合  

産前産後休業、育児休業、出生時育児休業又は介護休業の開始日の前日 

8 本条第 7項第 1号の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に、総務部

にその旨を通知しなければならない。 

9 制限期間中の給与については、別途定める給与規定に基づく基本給を時間換算した額を基礎とし

た実労働時間分の基本給と諸手当の全額を支給する。  

10 深夜業の制限を受ける従業員に対して、会社は必要に応じて昼間勤務ヘ転換させることがある。 

 

第 9 章 所定労働時間の短縮措置等 
（育児短時間勤務） 

第 19 条 

1 3 歳に満たない子を養育する従業員は、申し出ることにより、就業規則第 14 条の所定労働時間

について、以下のように変更することができる。 

所定労働時間を午前 9時から午後 4時まで（うち休憩時間は、午前 12時から午後 1時までの 1

時間とする。）の 6 時間とする（1 歳に満たない子を育てる女性従業員は更に別途 30 分ずつ 2 回

の育児時間を請求することができる。）。 

2 本条第 1項にかかわらず、次のいずれかに該当する従業員からの育児短時間勤務の申出は拒むこ

とができる。 

(1) 日雇従業員 

(2) 1 日の所定労働時間が 6時間以下である従業員 

(3) 労使協定によって除外された次の従業員 

 (ｱ) 入社 1年未満の従業員 

 (ｲ) １週間の所定労働日数が２日以下の従業員 

3 申出をしようとする者は、1 回につき、1 か月以上 1 年以内の期間について、短縮を開始しよう

とする日及び短縮を終了しようとする日を明らかにして、原則として、短縮開始予定日の 1か月

前までに、育児短時間勤務申出書(社内様式 11)により総務部に申し出なければならない。申出書

が提出されたときは、会社は速やかに申出者に対し、育児短時間勤務取扱通知書(社内様式 13)を
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交付する。その他適用のための手続等については、第 3 条から第 5 条までの規定（第 3 条第 2 項

及び第 4条第 3項を除く。）を準用する。 

4 本制度の適用を受ける間の給与については、別途定める給与規定に基づく基本給を時間換算した

額を基礎とした実労働時間分の基本給と諸手当の全額を支給する。 

5 賞与については、その算定対象期間に本制度の適用を受ける期間がある場合においては、短縮し

た時間に対応する賞与は支給しない。 

6 定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているも

のとみなす。 

 

（介護短時間勤務） 

第 20 条  

1 要介護状態にある家族を介護する従業員は、申し出ることにより、所定労働時間を以下のように

変更することができる。 

所定労働時間を午前 9時から午後 4時まで（うち休憩時間は、午前 12時から午後 1時までの 1

時間とする。）の 6時間とする。 

2 本条第 1項にかかわらず、次のいずれかに該当する従業員からの育児短時間勤務の申出は拒むこ

とができる。 

(1) 日雇従業員 

(2) 労使協定によって除外された次の従業員 

 (ｱ) 入社 1年未満の従業員 

 (ｲ) １週間の所定労働日数が２日以下の従業員 

3 介護のための短時間勤務をしようとする者は、利用開始の日から 3年の間で 2回までの範囲内で、

短縮を開始しようとする日及び短縮を終了しようとする日を明らかにして、原則として、短縮を

開始する日の 2週間前までに、短時間勤務申出書（社内様式 12）により総務部に申し出なければ

ならない。申出書が提出されたときは、会社は速やかに申出者に対し、介護短時間勤務取扱通知

書（社内様式 13）を交付する。その他適用のための手続等については、第 11条から第 13条まで

の規定を準用する。 

4 本制度の適用を受ける間の給与については、別途定める給与規定に基づく基本給を時間換算した

額を基礎とした実労働時間分の基本給と諸手当の全額を支給する。 

5 賞与については、その算定対象期間に本制度の適用を受ける期間がある場合においては、短縮し

た時間に対応する賞与は支給しない。 

6 定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける期間は通常の勤務をしているも

のとみなす。 

 

第 10章 その他の事項 
（給与等の取扱い） 

第 21 条 

1 育児・介護休業の期間については、基本給その他の月毎に支払われる給与は支給しない。 

2 賞与については、その算定対象期間に育児・介護休業をした期間が含まれる場合には、出勤日数

により日割りで計算した額を支給する。 

3 定期昇給は、育児・介護休業の期間中は行わないものとし、育児・介護休業期間中に定期昇給日

が到来した者については、復職後に昇給させるものとする。  

4 退職金の算定に当たっては、育児・介護休業をした期間を勤務したものとして勤続年数を計算す

るものとする。 

 

（介護休業期間中の社会保険料の取扱い） 

第 22 条 

介護休業により給与が支払われない月における社会保険料の被保険者負担分は、各月に会社が納付

した額を翌月末日までに従業員に請求するものとし、従業員は会社が指定する日までに支払うもの

とする。 
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（教育訓練） 

第 23 条 

1 会社は、3か月以上の育児休業又は 1か月以上の介護休業をする従業員で、休業期間中、職場復

帰プログラムの受講を希望する者に同プログラムを実施する。 

2 会社は、別に定める職場復帰プログラム基本計画に沿って、当該従業員が休業をしている間、同

プログラムを行う。 

3 同プログラムの実施に要する費用は会社が負担する。 

 

（復職後の勤務） 

第 24 条 

1 育児・介護休業後の勤務は、原則として、休業直前の部署及び職務とする。 

2 本条第 1項にかかわらず、本人の希望がある場合及び組織の変更等やむを得ない事情がある場合

には、部署及び職務の変更を行うことがある。この場合は、育児休業終了予定日の 1 か月前又は

介護休業終了予定日の 2週間前までに正式に決定し通知する。 

 

（年次有給休暇） 

第 25 条 

年次有給休暇の権利発生のための出勤率の算定に当たっては、育児・介護休業をした日並びに子の

看護休暇及び介護休暇を取得した日は出勤したものとみなす。 

 

（法令との関係） 

第 26 条 

育児・介護休業、子の看護休暇、介護休暇、育児のための所定外労働の免除、育児・介護のための

時間外労働及び深夜業の制限並びに所定労働時間の短縮措置等に関して、この規則に定めのないこ

とについては、育児・介護休業法その他の法令の定めるところによる。 

 

（附則） 

本規程第 1条から第 5条及び、第 10条から第 26条については令和 4年 4月 1日より適用する。 

本規程第 6条から第 9条については令和 4年 10月 1日より適用する。 
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 職場におけるハラスメントの防止に関する規程 
第１章 総則 

 
第１条  （目的） 

本規定は、就業規則第 12 条に基づき、職場におけるパワーハラスメント、セクシュアルハラスメン

ト及び妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント（以下｢職場におけるハラスメント｣という）

を防止するために従業員が遵守するべき事項を定める。 
なお、この規定にいう従業員とは、正社員だけではなく、契約社員及び派遣労働者も含まれるもの

とする。  
 
第２条  （パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に関するハラ

スメントの定義） 
１ パワーハラスメントとは、優越的な関係を背景とした言動であって、業務上の必要かつ相当な範

囲を超えたものにより、就業環境を害することをいう。なお、客観的にみて、業務上必要かつ相

当な範囲で行われる適正な業務指示や指導については、職場におけるパワーハラスメントには該

当しない。 
 ２ セクシュアルハラスメントとは、職場における性的な言動に対する他の従業員の対応等により当

該従業員の労働条件に関して不利益を与えること又は性的な言動により他の従業員の就業環境を

害することをいう。また、相手の性的指向又は性自認の状況にかかわらないほか、異性に対する

言動だけでなく、同性に対する言動も該当する。 
 ３ 前項の他の従業員とは直接的に性的な言動の相手方となった被害者に限らず、性的な言動により

就業環境を害されたすべての従業員を含むものとする。 
 ４ 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントとは、職場において、上司や同僚が、従業員の妊

娠・出産及び育児等に関する制度又は措置の利用に関する言動により従業員の就業環境を害する

こと並びに妊娠・出産等に関する言動により女性従業員の就業環境を害することをいう。なお、

業務分担や安全配慮等の観点から、客観的にみて、 業務上の必要性に基づく言動によるものにつ

いては、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントには該当しない。 
 ５ 第１項、第２項及び第４項の職場とは、勤務部店のみならず、従業員が業務を遂行するすべての

場所をいい、また、就業時間内に限らず、実質的に職場の延長とみなされる就業時間外の時間を含

むものとする。 
 
第３条  （禁止行為） 

１ すべての従業員は、他の従業員を業務遂行上の対等なパートナーとして認め、職場における健全

な秩序並びに協力関係を保持する義務を負うとともに、その言動に注意を払い、職場内において

次の第２項から第５項に掲げる行為をしてはならない。また、自社の従業員以外の者に対しても、

これに類する行為を行ってはならない。 
 ２ パワーハラスメント(第２条第１項の要件を満たした以下のような行為) 

 ①殴打、足蹴りするなどの身体的攻撃 
 ②人格を否定するような言動をするなどの精神的な攻撃 
 ③自身の意に沿わない従業員に対して、仕事を外し、長期間にわたり、別室に隔離するなどの人間
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関係からの切り離し 
 ④長期間にわたり肉体的苦痛を伴う過酷な環境下で、勤務に直接関係ない作業を命じるなどの過大

な要求 
 ⑤管理職である部下を退職させるため誰でも遂行可能な業務を行わせるなどの過小な要求 
 ⑥他の従業員の性的指向・性自認や病歴などの機微な個人情報について本人の了解を得ずに他の従

業員に暴露するなどの個の侵害 
 ３ セクシュアルハラスメント(第２条第２項の要件を満たした以下のような行為) 

①性的及び身体上の事柄に関する不必要な質問・発言 
 ②わいせつ図画の閲覧、配付、掲示 
 ③うわさの流布 
 ④不必要な身体への接触 
 ⑤性的な言動により、他の従業員の就業意欲を低下せしめ、能力の発揮を阻害する行為 
 ⑥交際・性的関係の強要 
 ⑦性的な言動への抗議又は拒否等を行った従業員に対して、解雇、不当な人事考課、配置転換等の

不利益を与える行為 
 ⑧その他、相手方及び他の従業員に不快感を与える性的な言動 

 ４ 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント(第２条第４項の要件を満たした以下のような行為) 
 ①部下の妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置の利用等に関し、解雇その他不利益な取扱い

を示唆する言動 
 ②部下又は同僚の妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置の利用を阻害する言動 
 ③部下又は同僚が妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置を利用したことによる嫌がらせ等 
 ④部下が妊娠・出産等したことにより、解雇その他の不利益な取扱いを示唆する言動 
 ⑤部下又は同僚が妊娠・出産等したことに対する嫌がらせ等 

 ５ 部下である従業員が職場におけるハラスメントを受けている事実を認めながら、これを黙認する

上司の行為 
 
第４条  （懲戒） 

 本規定第３条により禁止された行為を行ったものは、就業規則第２９条に基づき懲戒を行う。 
 
第５条  （相談及び苦情への対応） 

１ 職場におけるハラスメントに関する相談窓口は本社及び各事業場で設けることとし、その責任者

は専務取締役とする。専務取締役は、窓口担当者の名前を人事異動等の変更の都度、周知すると

ともに、担当者に対する対応マニュアルの作成及び対応に必要な研修を行うものとする。 
 ２ 職場におけるハラスメントの被害者に限らず、すべての従業員は、パワーハラスメントや性的な

言動、妊娠・出産・育児休業等に関する就業環境を害する言動に関する相談を相談窓口の担当者

に申し出ることができる。 
 ３ 対応マニュアルに沿い、相談窓口担当者は相談者からの事実確認の後、本社においては専務取締

役へ、各事業場においては所属長へ報告する。報告に基づき、専務取締役又は所属長は相談者の

プライバシーに配慮した上で、必要に応じて行為者、被害者、上司その他の従業員等に事実関係

を聴取する。 
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 ４ 前項の聴取を求められた従業員は、正当な理由なくこれを拒むことはできない。 
 ５ 対応マニュアルに沿い、所属長は専務取締役に事実関係を報告し、専務取締役は、問題解決のた

めの措置として、第４条による懲戒の他、行為者の異動等被害者の労働条件及び就業環境を改善

するために必要な措置を講じる。 
 ６ 相談及び苦情への対応に当たっては、関係者のプライバシーは保護されるとともに、相談をした

こと又は事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な取扱いは行わない。 
 
第６条  （再発防止の義務）  

専務取締役は、職場におけるハラスメント事案が生じた時は、周知の再徹底及び研修の実施、事案発

生の原因の分析等、適切な再発防止策を講じなければならない。 
 
第７条  （その他） 

性別役割分担意識に基づく言動は、セクシュアルハラスメントの発生の原因や要因になり得ること、

また、妊娠・出産・育児休業等に関する否定的な言動は、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメ

ントの発生の原因や背景となり得ることから、このような言動を行わないよう注意すること。 
 
 附則  

本規定は令和４年４月１日より実施する。 
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